	

	
	別紙１
	

	
競争参加資格の確認のための書類及び総合評価のための書類（１部は紙媒体の場合に限る）

 １　競争参加資格の確認のための書類

（１）文部科学省競争参加資格（全省庁統一資格）の認定通知書の写し･･････････････１部

（２）誓約書（本事業を履行（完了）できることを証明する書類）･･････････････････１部

（３）誓約書（入札説明書別紙３）･･････････････････････････････････････････････１部

 ２　総合評価のための書類
 
（１）技術提案申請書･･････････････････････････････････････････････････････････１部

（２）技術提案書･･････････････････････････････････････････････････････････････１部

（３）評価項目及び評価基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標」における認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、
その写し･･･････････････････････････････････････････････････････････････１部

（４）評価項目及び評価基準にある「賃上げを実施する企業に関する指標」における従業員への賃金引き上げ計画の表明書（任意）････････････････････････････････････････１部

（５）競争参加資格者の概要（要覧・会社案内等）････････････････････････････････１部

（６）財務諸表等の資料（最新のもの）･･････････････････････････････････････････１部
※損益計算書については「販売費および一般管理費」の内訳が確認できる資料を用意すること。

（７）各社で定めている受託規定・・・･･････････････････････････････････････････１部
※受託規定を定めていない場合には提出不用。

（８）類似の業務等の実績がある場合は、その業務に関する資料（報告書等）････････１部

３．その他
参考見積書１部を上記と併せて提出願います。参考見積書及び技術提案書については、事業規模の範囲内で提出願います。
また、可能な限り提出期限より早めに提出願います。

	



令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」
（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化
に関する調査研究）
に係る技術提案書作成要領


１．技術提案書の記載内容
仕様書に従い技術提案書を作成し、技術提案申請書とともに提出すること。
なお、本委託契約に関する実施予算は、１０，０００千円を上限に想定している。
また、採択された場合には、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年法律第４２号）に基づき、不開示情報（個人情報、法人の正当な利害を害する情報等）を除いて情報公開の対象となる。
※　技術提案申請書は様式１を使用すること。

２．技術提案書の作成方法
（１）用紙の大きさはＡ４判横で横書きとする。
（２）本文中には、社名やロゴマーク等、申請者が特定できる記述や図表は一切入れないこと。
（３）様式については、別紙「大学等修学支援施策推進事業 技術提案書（様式）」を使用すること。
（４）技術提案書は、２０ページ以内とする。
（５）技術提案書の作成・提出に係る費用は、審査結果に関わらず申請者の負担とする。
（６）技術提案書の内容については、他からの転載を禁止する。
（７）技術提案書は、原則電子媒体で提出すること。紙媒体による提出の場合、片面印刷としクリップ等でまとめること。（ホチキスは使用しないこと。）

３．質問の受付
入札説明書に関する質問は、問合せ先まで連絡すること。
なお、審査に関する質問については回答できない。

様式１
令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」
（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化
に関する調査研究）
　技術提案申請書

	申　請　者
	企業・団体名
	

	
	代表者役職名
	

	
	氏名（ふりがな）
	

	[bookmark: _Hlk487638264]
	所在地
	〒

	
	
	

	
	
	

	連絡担当窓口（主）
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	
	

	
	所在地
	〒

	
	
	

	
	
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	メールアドレス
	

	連絡担当窓口（副）
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属部署・役職名
	

	
	
	

	
	所在地
	〒

	
	
	

	
	
	

	
	電話番号
	

	
	ＦＡＸ番号
	

	
	メールアドレス
	



別紙２

（競争加入者本人が入札する場合）

入札書


件　　名　　　令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化に関する調査研究）

入札金額　　　金　　　　　　　　　　円也

[bookmark: _Hlk13585621]消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

入札説明書等を熟知し、仕様書に従って上記の業務を実施するものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。



令和　年　　月　　日


支出負担行為担当官文部科学省
高等教育局長　殿


競争加入者

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　

（代理人が入札する場合）


入札書


件　　名　　　令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化に関する調査研究）

入札金額　　　金　　　　　　　　　　円也

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

入札説明書等を熟知し、仕様書に従って上記の業務を実施するものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。



令和　年　　月　　日


支出負担行為担当官文部科学省
高等教育局長　殿


競争加入者

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代　理　人

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　


（復代理人が入札する場合）


入札書


件　　名　　　令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化に関する調査研究）

入札金額　　　金　　　　　　　　　　円也

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額

入札説明書等を熟知し、仕様書に従って上記の業務を実施するものとして、入札に関する条件を承諾の上、上記の金額によって入札します。



令和　年　　月　　日


支出負担行為担当官文部科学省
高等教育局長　殿


競争加入者

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　

復代理人

住　　所

氏　　名　　　　　　　　　　　　　　


（代理委任状の参考例１：社員等が入札の都度競争加入者の代理人となる場合）


委任状

令和　　年　　月　　日　

文部科学省　御中

委任者（競争加入者）
住所
会社名
代表者名　　　　　　　　　　　　

　　私は、　　　　　　　　　　　　　を代理人と定め、下記の一切の権限を委任します。

記

　　令和　年　月　日公告分の文部科学省において行われる令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化に関する調査研究）の一般競争入札に関する件






（注）　これは参考例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えないこと。

（代理委任状の参考例２：支店長等が一定期間競争加入者の代理人となる場合）


委任状

令和　　年　　月　　日　

文部科学省　御中

委任者（競争加入者）
住所
会社名
代表者名　　　　　　　　　　　　

　　私は、下記の者を代理人と認め、文部科学省との間における下記の一切の権限を委任します。

記
受任者（代理人）　住　所
会社名
氏　名

委任事項　　１　入札及び見積りに関する件
２　契約締結に関する件
３　入札保証金及び契約保証金の納付及び還付に関する件
４　契約代金の請求及び受領に関する件
５　復代理人の選任に関する件

委任期間　　　令和　　　年　　月　　日　から　令和　　　　年　　月　　日まで




（注）　これは参考例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えないこと。

（代理委任状の参考例３：支店等の社員等が入札の都度競争加入者の復代理人となる場合）


委任状

令和　　年　　月　　日　

文部科学省　御中

委任者（競争加入者の代理人）
住所
会社名
氏名　　　　　　　　　　　　　　

　　私は、　　　　　　　　　を（競争加入者）の復代理人と認め、下記の一切の権限を委任します。

記

　　令和　年　月　日公告分の文部科学省において行われる令和８年度「大学等修学支援施策推進事業」（奨学金情報の集約及び公募様式等の標準化に関する調査研究）の一般競争入札に関する件





（注）１　この場合、競争加入者からの代理委任状（復代理人の選任に関する委任が含まれていること。）が提出されることが必要であること。
２　これは参考例（様式及び記載内容）であり、必要に応じ適宜追加・修正等（委任者が任意の様式で作成するものを含む。）があっても差し支えないこと。


別紙３
誓　　約　　書

□　私
□　当社
は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１　契約の相手方として不適当な者
（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
（１）暴力的な要求行為をする者
（２）法的な責任を超えた不当な要求行為をする者
（３）取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為をする者
（４）偽計又は威力を用いて契約担当官等の業務を妨害する行為をする者
（５）その他前各号に準ずる行為をする者

令和　　　　年　　　　月　　　　日

住所（又は所在地）

社名及び代表者名


※　個人の場合は生年月日を記載すること。
※　法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。

